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研究要旨 

目的：本研究は、NDB を用いた既存研究について、利用目的、分析に必要なデータ項目、対象疾患等
を整理し、「医療・介護データ等解析基盤（HIC）」で提供可能なデータ形式を用いた研究のユースケ
ースおよび課題を明らかにすることを目的とした。 
方法：「NDB データの第三者提供に係る二次利用ポータル」で公開されている「過去の提供申出の成
果物」のうち、発表形式が論文または報告書（厚労科研に限る）に分類されている既存研究を対象とし
た。対象研究について、利用目的、分析に必要なデータ項目、対象疾患等を整理し、HIC で提供可能
なデータ形式に基づくユースケースの分類を行った。さらに、分類結果を踏まえ、HIC 利用申請時に
必要となる別添８「申出依頼テンプレート（抽出）」の記載例を作成し、具体的なデータ仕様の検討を
行った。 
結果と考察：分析対象は論文 47 件、報告書 16 件であった。利用目的別の分類において、論文では処
方動向や介入効果（治療）、疾患疫学、地域差分析に関する研究が多く、報告書では地域差分析、医療
提供体制調査、処方動向に関する研究が多かった。HIC で提供可能なデータ形式に基づき分類した結
果、論文 24 件（51.1%）、報告書 6 件（37.5%）が、通年パネルデータセット、トライアルデータセ
ット、NDB-βのいずれかを用いた研究が実施可能であると考えられた。一方で、希少疾患や詳細な層
別解析を伴う研究についてはトライアルデータセットでは十分な分析対象数の確保が困難であり、特
別抽出による提供が妥当と考えられた。本研究では、厚生労働省のマニュアルに示された想定ユース
ケースを参考に分類を行ったが、通年パネルデータセットおよび NDB-βでは想定ユースケース以外
である「その他」に分類される研究も一定数存在した。同じ利用目的でも、必要となる情報の粒度によ
り活用できるデータ形式が異なることから、既存研究で確認された利用目的に基づき、必要となる情
報の粒度と併せてユースケースを整理することが重要である。また、分類結果を踏まえ、処方動向に
関する研究を想定した別添 8 記載例として、抽出レコードおよび各項目の要否について「必須」「必
要に応じて選択」「原則不要」「不要」の区分を付与しており、申請支援資料の提供も有用と考えられ
た。 
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Ａ. 背景と目的 
匿名医療保険等関連情報データベース（以下

「NDB」という。）は、厚生労働省が法令に基
づき収集・提供しているレセプト情報や特定健
診・特定保健指導情報などを格納したデータベ
ースである。2020 年より民間企業を含む第三者
への提供が法制化されて以降、他の医療・介護
データ等との連結解析、死亡情報等収載情報の
拡大が進んでいる。また、データの迅速提供を
図るためオンライン上で利用申請や審査が可能
となる二次利用ポータルおよびクラウド上の解
析基盤である「医療・介護データ等解析基盤
（HIC）」の運用も開始されており、利活用のた
めの提供体制整備が進められている。HIC で迅
速提供できるデータ形式は、サンプリングされ
た一年間のデータである「通年パネルデータセ
ット」、サンプリングされた単月毎の断続デー
タである「トライアルデータセット」、機微コー
ド等をマスクしたレセプト全件を含む「NDB-β」
の３種類とされており（2026 年５月時点）、医
療情報等の利活用促進のためには、これらのデ
ータ形式で解析可能な研究課題をユースケース
として提示することが有効と考えられる。 

本研究では、医療情報等のさらなる利活用促
進を図るため、NDB を用いた既存研究の利用目
的、分析に必要なデータ項目、対象疾患等を整
理し、HIC で迅速提供可能なデータ形式を用い
た研究のユースケースや課題を明らかにするこ
とを目的とする。 

 
Ｂ．研究方法 

本研究は、NDB データの第三者提供の申請
や問い合わせ、教材の閲覧などを行うことが
できるシステム「NDB データの第三者提供に
係る二次利用ポータル」で公開されている「過
去の提供申出の成果物」（以下「成果物一覧
表」という。）のうち、発表形式が「論文」ま
たは「報告書」（厚労科研）に分類されている
成果物を対象にした。 

対象研究は以下のとおり選定した（図１）。 
1. 対象研究の選定 
① 論文 

成果物一覧表で発表形式が「論文」に分類
されている成果物を抽出した。なお、同一承
諾番号で複数の論文が発表されている場合は
代表一件を無作為に抽出した。 

成果物一覧表では、特別抽出で提供し、デ
ータ容量が算出可能であったもののみデータ
容量が表示されているが、HIC で提供可能な
データ容量が限られていることから、本研究
ではデータ容量が不明なもの（「N/A」また
は「-」と表記されているもの）を除外した。
さらに、抄録から分類の判断ができない論文
および抄録にアクセスできない論文は除外し
た。 
② 報告書 

成果物一覧表で発表形式が「報告書」に分
類されている成果物のうち、発表媒体欄より
厚労科研（厚生労働科学研究、厚生労働行政
推進調査事業）の報告書である旨明記されて
いる成果物を抽出し、NDB を利用した分担研
究報告書を対象とした。なお、同一承諾番号
かつ同一研究課題の成果物のうち、成果物一
覧に総括研究報告書と分担研究報告書がある
場合、一方のみ採用した。さらに、同一承諾
番号の成果物のうち、研究期間が複数年度に
わたるものは最新年度の報告書を対象とした。 

また、データ容量が不明なもの（「N/A」ま
たは「-」と表記されているもの）のほか、NDB
の利用を確認できなかった報告書は除外した。 
 
2. 対象研究の分類 
① 利用目的およびユースケース分類 

本研究では、今後どの程度の割合で HIC の
利用が可能か明らかにするため、過去に NDB
を利用した研究について、HIC の利用が可能
と考えられる研究があるかどうか検討を行っ
た。 
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始めに、各研究の利用目的を 11 種類（疾患
疫学、診断動向、手術動向、処方動向、費用
分析、介入効果（政策）、介入効果（治療）、
因果関係分析、医療提供体制調査、地域差分
析、データの妥当性評価）に分類した。その
際、２種類まで選択可能とした。 

次に、HIC で提供できるデータ形式ごとに
収載される情報が異なることから、各研究に
おける日・使用量等・医療機関（医療機関コ
ード／病院・診療所フラグ／病床階級コー
ド）・地域（都道府県コード／二次医療圏コ
ード）・機微な情報（所得等）・ID にかかる
情報の要否を確認した。併せて、通年パネル
データセットまたはトライアルデータセット
による分析可否確認のため、各研究の分析対
象数及び層別解析有無について確認した。 

これらの利用目的分類と分析に必要なデー
タ項目、分析対象数等に基づき、ユースケー
スの分類を行った。ユースケース分類につい
ては、厚生労働省が提供している NDB の利
用を検討している方へのマニュアル 令和７
年11 月版 1） （以下「利用マニュアル」という。）
においてデータ形式（通年パネルデータセッ
ト、トライアルデータセット、NDB-β）ごと
に提示している「想定されるユースケース」
を参考にし、２種類まで選択可能とした。 

なお、HIC における各種データ形式で提供
できる対象期間が限られていることから、各
研究の対象期間との合致有無は分類の条件に
含めていない。また、現行の通年パネルデー
タセットで提供されるレセプトは１年間（令
和４年度分）を対象としているが、同一個人
の追跡可能期間を拡大するため、３年間（令
和４〜６年度）に延長したデータセットを作
成する方針である 2。このことから、複数年度
の追跡を要する研究においても、提供対象期
間が延長した場合という条件付きで、通年パ
ネルデータセットの利用が可能と考えられる
との分類にした。 

 
② 疾病分類 

各研究の主な対象疾病について、ICD-10
（2013 年版）に準拠して分類した。その際、
２種類まで選択可能と研究者が判断した。 
3. 汎用性の高いデータセット・具体的なデ

ータ仕様の検討 
 対象研究の分類結果に基づき、HIC の活用可
能性が高いと考えられるユースケースについ
て、分析に必要となるデータ項目および提供方
法を検討した。具体的には、HIC 利用申請時に
データ抽出項目の記載・提出を要する様式・別
添８「申出依頼テンプレート（抽出）」の記載
例を作成した。作成にあたり、別添８と併せて
厚生労働省が公開している「申出依頼テンプレ
ートの注意点」および診療報酬情報提供サービ
スが公開している「オンライン又は光ディスク
等による請求に係る記録条件仕様」（令和６年
６月版）を参照し、各抽出レコードおよび項目
の要否を検討した。 
 

Ｃ. 研究結果 

1. 論文の分類結果 
成果物 453 件のうち、発表形式が「論文」に

分類されているものは計 124 件（全成果物の
27.4%）であった。同一承諾番号（56 件）、デ
ータ容量が不明（17 件）、全文にアクセス不可
かつ抄録からは分類の判断ができなかった論文
（１件）、全文および抄録にアクセスできない
論文（3 件）を除外し、計 47 件（全成果物の
10.4 %）が分析対象となった。 

利用目的分類（２種類まで選択可能）につい
ては、処方動向 12 件（分析対象 47 件の
25.5％）、介入効果（治療）10 件（21.3%）、疾
患疫学および地域差分析 9 件（19.1％）、費用
分析および介入効果（政策）5 件（10.6%）、手
術動向・診断動向・医療提供体制調査・因果関
係分析がいずれも 3 件（6.4%）、データの妥当
性評価 2 件（4.3%）となった（図２）。 
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これらの利用目的分類、分析に必要なデータ
項目、分析対象数等に基づき、ユースケースを
検討した結果、15 件（31.9%）が通年パネルデ
ータセットを、7 件（14.9％）がトライアルデ
ータセットを、6 件（12.8％）が NDB-β を活
用することが可能と考えられた。このうち 4 件
（8.5％）については、通年パネルデータセッ
トと NDB−β のいずれの活用も可能と考えら
れることから、最終的に分析対象 47 件の約 5
割に値する計 24 件（51.1％）が HIC で提供可
能なデータ形式を利用可能と分類された。ま
た、通年パネルデータセットの活用が可能と考
えられる研究のうち 8 件（17.0%）は、当該デ
ータセットが複数年度分提供される場合という
条件付きで、活用が可能と判断された。なお、
残りの 23 件（48.9％）は、日・使用量等・医
療機関（医療機関コード／病院・診療所フラグ
／病床階級コード）・地域（都道府県コード／
二次医療圏コード）・機微な情報（所得等）・
ID）が必要であり、通年パネルデータセットま
たはトライアルデータセットでは十分な分析対
象数が確保できない懸念が生じることなどから
特別抽出の利用が妥当と考えられた（表１-
1）。 

疾病分類（２種類まで選択可能）について
は、論文の性質上いずれにも該当しなかった
11 件（分析対象 47 件の 23.4%）に次いで、
「第９章 循環器系の疾患(I00-I99)」が 9 件
（19.1%）、「第４章 内分泌、栄養及び代謝疾
患(E00-E90)」が 5 件（11.4％）となった（図
３）。第９章分類のうち「I60-I69：脳血管疾
患」に該当するのは 5 件、次いで「I20-I25：
虚血性心疾患」の 4 件、「I30-I52：その他の型
の心疾患」の 3 件、「I70-I79：動脈，細動脈及
び毛細血管の疾患」の 1 件となった。なお、う
ち１件は「I60-I69：脳血管疾患」と「I20-
I25：虚血性心疾患」の両方に該当しており、
うち 1 件は「I20-I25：虚血性心疾患」、「I30-
I52：その他の型の心疾患」、「I60-I69：脳血管

疾患」、「I70-I79：動脈，細動脈及び毛細血管
の疾患」に該当していた。また、第４章分類 5
件のうち、「E10-E14：糖尿病」が２件、「E70-
E90：代謝障害」が 2 件（うち 1 件は併せて循
環器系の疾患も対象）、「E65-E68：肥満（症）
及びその他の過栄養＜過剰摂食＞」が１件とな
った（図３）。 
 
2. 報告書の分類結果 

成果物 453 件のうち、発表形式が「報告書」
に分類されている成果物は 80 件（全成果物の
17.7%）であり、うち発表媒体欄において厚労
科研（厚生労働科学研究、厚生労働行政推進調
査事業）の報告書である旨明記されている成果
物は計 42 件（9.3%）であった。同一承諾番号
（13 件）、NDB を利用していない報告書（1
件）、データ容量が不明（12 件）な報告書を除
外し、計 16 件（全成果物の 3.5%）が分析対象
となった。 

利用目的分類については、地域差分析９件
（分析対象 16 件の 56.3%）、医療提供体制調査
８件（50.0%）、処方動向６件（37.5%）、疾患
疫学４件（25.0%）、データの妥当性評価２件
（12.5％）、診断動向および因果関係分析がそ
れぞれ１件（6.3%）となった（図２）。これら
の利用目的分類、分析に必要なデータ項目、分
析対象数等に基づき、ユースケース（２種類ま
で選択可能）を検討した結果、5 件（分析対象
16 件の 31.3%）が通年パネルデータセット
を、1 件（6.3%）がトライアルデータセットを
活用することが可能と考えられ、分析対象 16
件の約 4 割に値する計 6 件（37.5%）が HIC
で提供可能なデータ形式を利用可能であること
が示唆された（表１-2）。また、通年パネルデ
ータセットの活用が可能と考えられる研究のう
ち 4 件（25.0%）は、当該データセットが複数
年度分提供される場合という条件付きで、活用
が可能と判断された。なお、残りの 10 件
（62.5％）は、日・使用量等・医療機関（医療
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機関コード／病院・診療所フラグ／病床階級コ
ード）・地域（都道府県コード／二次医療圏コ
ード）・機微な情報（所得等）・ID）が必要であ
り、トライアルデータセットでは十分な分析対
象数が確保できない懸念が生じることなどから
特別抽出の利用が妥当と考えられた。 

疾病分類については、報告書の性質上いずれ
にも該当しなかった 5 件（分析対象 16 件の
31.3%）に次いで、「第９章 循環器系の疾患
(I00-I99)」が 3 件（18.8%）、「第 04 章 内分
泌、栄養及び代謝疾患(E00-E90)」が 2 件
（12.5％）となった（図３）。以上のように、
分析対象となった論文 47 件のうち 24 件
（51.1%）、報告書 16 件のうち 6 件
（37.5%）が、通年パネルデータセット、トラ
イアルデータセット、NDB-β のいずれかを用
いた研究が実施可能であると考えられた。一方
で、論文の 23 件（48.9%）、報告書の 10 件
（62.5%）は、HIC で提供可能なデータ形式で
は再現が困難であり、特別抽出による提供が妥
当と考えられた（表２）。 

 
3. 利用目的分類別にみた想定データ形式 

論文および報告書を合わせた分析対象 63 件
について、利用目的分類別に想定データ形式を
確認した（表３）。なお、利用目的分類および
想定データ形式はいずれも 1 研究につき 2 種類
まで選択可能としたため、表３の件数は延べ件
数である。 

利用目的分類別にみると、地域差分析が 19
件と最も多く、このうち 12 件が特別抽出、7
件が通年パネルデータセットに分類された。処
方動向は 18 件であり、特別抽出 9 件、通年パ
ネルデータセット 6 件、トライアルデータセッ
ト 3 件に分類された。疾患疫学は 13 件であ
り、特別抽出 6 件、NDB-β3 件、通年パネル
データセット 2 件、トライアルデータセット 2
件に分類された。医療提供体制調査は 11 件で
あり、このうち 8 件が特別抽出、3 件が通年パ

ネルデータセットに分類された。 
 

4. 汎用性の高いデータセット・具体的なデー
タ仕様の検討結果 

 論文における対象研究を分類した結果、利用
目的として処方動向に関する研究が 12 件と最
も多かったため、処方動向に関する研究を想定
した別添８「申出依頼テンプレート（抽出）」
の記載例を作成した（添付資料１）。また、別
添８作成プロセスの簡素化を図るため、参照資
料に基づき各抽出項目の説明（概要）を整理の
うえ記載するとともに、項目要否の判断を補助
するため「必須」「必要に応じて選択」「原則不
要」「不要」の区分を付与した。 
 
D. 考察 

本研究では、NDB を用いた既存研究の利用目
的、対象疾患、分析に必要なデータ項目等を整
理し、HIC で提供可能なデータ形式を用いた研
究の実施可能性について検討した。その結果、
分析対象となった論文のうち約５割、報告書の
うち約４割が、通年パネルデータセット、トラ
イアルデータセット、NDB-β のいずれかを用
いた研究が実施可能であると考えられた。特に、
罹患者数の多い疾患を対象とした記述疫学研究
や処方動向の把握などは、通年パネルデータセ
ットやトライアルデータセットの活用可能性が
あると考えられた。また、慢性疾患の長期追跡
や医療費の全国的推移の把握など、一部の研究
では NDB-βの活用可能性が示唆された。 

一方で、HIC で提供可能なデータ形式では再
現が困難と考えられる研究も一定数確認された。
特に、希少疾患や詳細な層別解析を伴う研究に
ついては、通年パネルデータセットやトライア
ルデータセットなどのサンプリングされたデー
タセットでは十分な分析対象数を確保できない
懸念がある。このような研究については、引き
続き特別抽出による提供が必要と考えられた。 

また、医療機関（医療機関コード）・地域（都
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道府県コード／二次医療圏コード）にかかる情
報は、HIC で提供可能なデータ形式のうち通年
パネルデータセットでのみ提供されている。そ
のため、これらの情報を必要とする医療提供体
制調査や地域差分析では、活用可能なデータ形
式が通年パネルデータセットに限定されやすい
と考えられた。さらに、HIC で提供可能なデー
タ形式の活用が可能と分類された研究のうち、
２〜３割は通年パネルデータセットが複数年度
分提供される場合という条件付きでの判断であ
った。このことから、当該データセットの提供
対象期間が拡大されることにより、HIC の活用
可能性がさらに高まることが示唆された。 

利用目的分類については、論文では処方動向
や介入効果（治療）、疾患疫学、地域差分析に関
する研究が多かった。一方、報告書では医療提
供体制調査や処方動向、地域差分析に関する研
究が多く、論文と報告書で利用目的に違いがみ
られた。これは、論文では特定の疾患、治療、薬
剤等に着目した分析が多い一方、厚労科研等の
報告書では政策的課題への対応や医療提供体制
の把握を目的とした分析が多いことを反映して
いると思料される。なお、報告書については、論
文と比較して HIC で提供可能なデータ形式の活
用が可能と分類された割合が低く、特別抽出が
妥当と考えられる研究の割合が高かったが、こ
れは医療機関（医療機関コード等）・地域（都道
府県コード／二次医療圏コード）にかかる情報
を必要とする医療提供体制調査や地域差分析が
多いことが一因と考えられる。このことから、
政策や制度の評価・改善等に資する分析では、
地域単位・医療機関単位の情報や、複数年度に
わたる追跡情報が求められる場合が多く、HIC
で提供可能なデータ形式の活用には一定の制約
があると考えられた。 

本研究では、厚生労働省のマニュアルに示さ
れた想定ユースケースを参考に分類を行ったが、
通年パネルデータセットおよび NDB-β では
「その他」に分類される研究も一定数存在した。

例えば通年パネルデータセットの「その他」に
は、処方動向や地域差分析（処方動向の患者追
跡・時系列追跡や地域差）、薬剤等の安全性評価
（患者の長期追跡を伴う）、医療提供体制調査
（医療資源の適正配置や地域差）などが含まれ
ていた。このことから、HIC の利活用促進にあ
たっては、利用マニュアル上の代表的ユースケ
ースに加え、既存研究で確認された利用目的に
基づいてユースケースを整理し、必要となる情
報の粒度と併せて提示することが有用と考えら
れる。 
 特に処方動向に関する研究では、処方数量、
処方日数、処方日、分析目的によって必要とな
る情報の粒度は異なる。例えば、全国的な処方
動向の把握や一定規模以上の対象集団における
処方状況の概略把握であれば、トライアルデー
タセットや通年パネルデータセットを活用でき
る可能性がある。一方で、詳細な量反応評価、長
期継続処方の把握、希少疾患を対象とする分析
では、より詳細な抽出条件や十分な対象数の確
保が必要となり、特別抽出が妥当となる場合が
ある。このように、同じ処方動向であっても、分
析目的と必要となる情報に応じて適切なデータ
形式を選択する必要がある。 
 また、本研究では分類結果を踏まえ、処方動
向に関する研究を想定した別添 8「申出依頼テ
ンプレート（抽出）」の記載例を作成した。抽出
レコードおよび各項目の要否を整理し、「必須」
「必要に応じて選択」「基本的に不要」の区分を
付与することは、申請者が分析目的に応じて必
要なデータ項目を検討する際の負担軽減につな
がる可能性がある。今後は、処方動向以外の主
要なユースケースについても同様の記載例やデ
ータ仕様の整理を進めることで、HIC の円滑な
利用に資することが期待される。 
 本研究にはいくつかの限界がある。第一に、
本研究は二次利用ポータルで公開されている成
果物一覧表に基づく既存研究を対象としており、
公開されていない成果物や、分類に必要な情報
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が十分に得られない研究は対象外となっている。
第二に、HIC 利用可能性の判断は、公開情報か
ら把握可能な研究目的、対象疾患、分析内容、必
要データ項目等に基づくものであり、実際の申
請時に必要となる詳細な抽出条件やデータ仕様
を完全に再現したものではない。第三に、HIC で
提供可能なデータ形式や収載項目は今後変更さ
れる可能性があり、本研究の分類結果は主に検
討時点における提供方針を前提としたものであ
る。したがって、今後の HIC の仕様変更や提供
対象期間の拡大に応じて、ユースケース分類や
利用可能性の判断を更新していく必要がある。 
 
E. 結論 

HIC で提供可能なデータ形式は、既存 NDB
研究の一定割合に活用可能であり、特に罹患者
数の多い疾患を対象とした記述疫学研究等にお
いて有用性が期待される。一方で、地域差分析
や医療提供体制調査、長期追跡、希少疾患研究
等では、現在 HIC で提供可能なデータ形式では
研究が困難な場合がある。HIC の利活用促進に
あたっては、特別抽出との役割分担を含め、既
存研究で確認された利用目的に基づいてユース
ケースを整理し、必要となる情報の粒度と併せ
て提示することが重要である。 
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図１ 対象研究の選定フロー 

 
表１-1 想定されるユースケース分類（論文） 

データ形式 サブカテゴリ 
小計

（件） 
合計

（件） 
割合

（%） 

通年パネルデータセット 

 （罹患者数の多い疾患の記述疫学研究） 4 

15 31.9 

 （急性疾患の短期追跡（縦断的分析）） 2 

 （手術件数の都道府県別推移の調査） 0 

 （薬剤効果の用量反応評価） 0 

 （その他） 9 

トライアルデータセット 

 （罹患者数の多い疾患の概略調査） 1 

7 14.9 

 （処方動向のサンプリング調査 ） 2 

 （疾患の横断的把握） 2 

 （検査の全国的推移の調査） 1 

 （その他） 1 

NDB-β 

 （慢性疾患の長期追跡（縦断的分析）） 1 

6 12.8  

 （薬剤等の安全性評価） 0 

 （希少疾患の記述疫学研究） 0 

 （医療費の全国的推移の調査） 1 

 （その他） 4 

特別抽出 - 23 23 48.9  
※想定されるユースケース分類は 1 研究につき 2 種類まで選択可能としたため、件数は延べ件数。 
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表１-2 想定されるユースケース分類（報告書） 

データ形式 サブカテゴリ 
小計

（件） 
合計

（件） 
割合

（%） 

通年パネルデータセット 

 （罹患者数の多い疾患の記述疫学研究） 1 

5 31.3 

 （急性疾患の短期追跡（縦断的分析）） 0 

 （手術件数の都道府県別推移の調査） 0 

 （薬剤効果の用量反応評価） 0 

 （その他） 4 

トライアルデータセット 

 （罹患者数の多い疾患の概略調査） 0 

1 6.3 

 （処方動向のサンプリング調査 ） 1 

 （疾患の横断的把握） 0 

 （検査の全国的推移の調査） 0 

 （その他） 0 

NDB-β 

 （慢性疾患の長期追跡（縦断的分析）） 0 

0 0.0  

 （薬剤等の安全性評価） 0 

 （希少疾患の記述疫学研究） 0 

 （医療費の全国的推移の調査） 0 

 （その他） 0 

特別抽出 - 10 10 62.5 
※想定されるユースケース分類は 1 研究につき 2 種類まで選択可能としたため、件数は延べ件数。 
 

図２ 利用目的分類の該当件数（論文・報告書別） 
※利用目的分類は 1 研究につき 2 種類まで選択可能としたため、件数は延べ件数。 
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図３ ICD-10 大分類の該当件数（論文・報告書別） 

※疾病分類は 1 研究につき 2 種類まで選択可能としたため、件数は延べ件数。 
 
 

表２ HIC 利用可能性の分類結果（報告書） 

対象 
分析対象

件数 
HIC 利用可能件数（割合） 

うち通年パネルデータセットの 
複数年度提供を要する件数

（割合） 

特別抽出 
（割合） 

論文  47 24（51.1%） 8（17.0%） 23（48.9%） 

報告書  16 6（37.5%） 4（25.0%） 10（62.5%） 

計 63 30（47.6%） 12（19.0%） 33（52.4%） 
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表３ 利用目的分類別の想定されるユースケース分類 

利用目的分類 通年パネルデータセット トライアルデータセット NDB-β 特別抽出 計 

疾患疫学 2 2 3 6 13 

診断動向 2 2 0 0 4 

手術動向 0 0 0 3 3 

処方動向 6 3 0 9 18 

費用分析 2 1 1 1 5 

介入効果（政策） 2 0 1 3 6 

介入効果（治療） 5 0 0 5 10 

因果関係分析 1 1 0 2 4 

医療提供体制調査 3 0 0 8 11 

地域差分析 7 0 0 12 19 

データの妥当性評価 1 0 1 2 4 

計 31 9 6 51 97 

※利用目的および想定されるユースケース分類は 1 研究につき 2 種類まで選択可能としたため、件数は
延べ件数。 
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